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１．参照書類 

機構の経理の状況等、その他の事業の内容に関する重要な事項及びその他の事項については、以下に掲げる

書類をご参照下さい。 

「債券内容説明書 発行者情報の部 平成 22 年度決算」（平成 23 年 12 月 1 日現在）（以下「本説明書発行

者情報の部」という。） 

 

２．参照書類の補完情報 

(1)    事業等のリスク及び将来に関する事項について 

本債券の発行者である機構の詳細について記載し、本説明書証券情報の部と一体をなす、上記に掲げた参照

書類としての本説明書発行者情報の部には「事業等のリスク」に関する事項が記載されておりますが、当該「事

業等のリスク」について、本説明書発行者情報の部の作成日（平成 23年 12 月 1日）以降、本説明書証券情報

の部の作成日（平成 24 年 6 月 6 日）までの間において生じた変更その他の事由はありません。また、本説明

書発行者情報の部には、将来に関する記述が記載されておりますが、当該事項は以下に記載された事項を除き、

本説明書証券情報の部の作成日（平成 24年 6月 6日）現在においてもその判断に変更はありません（平成 23

年度第3次補正予算に関連する記載は、平成23年 11月 17日現在のものです。平成23年度第3次補正予算は、

平成 23年 11 月 21 日、予算案のとおり成立しております。）。 

 

(2)  「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」について 

   行政刷新会議に設置された独立行政法人改革に関する分科会における検討等を踏まえ、平成 24 年 1 月 20

日に「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」が閣議決定されております。 

   以下に本基本方針の「（別紙）各独立行政法人について講ずべき措置」より機構に関する部分を抜粋して掲

載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、当該閣議決定の全文については、行政刷新会議のホームページで公表されております。 

 

・行政刷新会議 http://www.cao.go.jp/gyouseisasshin/contents/03/dokuhou.html 

 

 

 

 

 

 

 

各独立行政法人について講ずべき措置（抜粋） 

【福祉医療機構】 

 

○ 成果目標達成法人とする。 

 

○ 金融業務については、会社法を参考にした監査機能・リスク管理機能の強化等を図るとともに、金融庁検査の導入及

び高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型のガバナンスを適用する。 

 

○ 福祉医療政策の動向や金融経済の環境を注視しつつ、政策金融業務を行う既存の法人と同様の法人形態への将来的な

移行も含め、その業務や組織の在り方について、引き続き適時に見直しを行う。 
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(3)  年度計画の策定 

機構は、「民間活動応援宣言」を掲げ、お客さま目線を大切にし、福祉と医療の一体的な商品・サービスの

提供を通じて地域の福祉と医療の連携、地域力の向上に貢献していきたいと考えております。また、小回りの

きく福祉、医療を支援する専門店として専門性を磨き、民間活動を応援していきます。 

当該経営理念を踏まえ、機構では通則法第 31条の規定に基づき、第 2期中期計画に基づく平成 24年度計画

を定めております。内容は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人福祉医療機構年度計画 

 

独立行政法人福祉医療機構は、平成２０年１０月に策定した経営理念「民間活動応援宣言」に基づき、国の政策効果が最

大になるよう、地域の福祉と医療の向上を目指して、お客さまの目線に立ってお客さま満足を追求することにより、福祉と

医療の民間活動を応援するため、適切な業務運営に努めるとともに、東日本大震災からの復旧・復興を円滑かつ迅速に推進

するため、小回りのきく福祉・医療支援の専門店として総力を挙げて支援する。 

また、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成２４年１月２０日閣議決定）」を踏まえ、高度なガバナ

ンスの仕組みを検討するなど、更なる業務運営体制の強化に努めることとする。 

平成２４年度の業務運営について、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条第１項の規定に基づき、

独立行政法人福祉医療機構年度計画を、次のとおり定める。 

 

平成２４年３月３０日 

独立行政法人福祉医療機構 

理事長 長 野 洋

第１  法人全体の業務運営の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

法人全体の業務運営の更なる改善を推進するための仕組みの適切な運用と機能強化に努めることとする。 

 

１ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

（１）事務・事業の合理化・効率化を図るため、業務の実態を踏まえつつ、業務運営体制の見直しを行う。 

 

（２）トップマネジメント機能が有効に発揮されるよう、経営企画会議等の効率的かつ効果的な運営に努める。 

 

（３）民間活動応援宣言の具体化に向けて、機構の総合力の強化を図り、地域における福祉と医療の民間活動を支援する。

 

２ 業務管理（リスク管理）の充実 

（１）第１期中期計画において構築したＩＳＯ９００１に基づく品質マネジメントシステムの運用を通じ、業務上の課題、

顧客からのニーズ等に効果的に対応するための是正・予防処置活動の充実及び内部監査の実施による事務リスク等の抽

出・管理を行う。 

また、業務の合規性（検査機能）及び業務の継続的改善（ＱＭＳ内部監査機能）の観点から内部監査を実施し、業務

管理の充実を図る。 

さらに、平成２１年度に策定した「リスク対応計画」の評価・管理手法を確立し、リスク管理活動を推進するととも

に、金融庁検査の導入に向けた態勢整備を含め、更なる内部統制環境の整備を行う。 

また、職員の業務改革等に向けた取組を奨励し、お客さま目線に立った業務改善活動を推進するとともに、更なる活

性化を図る。 

 

（２）ＡＬＭ（資産負債管理）システムを活用して、貸付事業に係る財務状況の定期的な把握及び予算要求や財投機関債の

発行等のタイミングに合わせた分析を行う。 

（３）情報資産の安全確保のため、最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＯ）を中心として情報セキュリティの強化を図る。

また、個人情報保護マニュアルの一層の周知徹底を図るとともに、個人情報保護に関する管理体制の更なる整備を図

る。 



 13

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２  業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 業務・システムの効率化と情報化の推進 

（１）平成１９年度に策定した業務・システム最適化計画に基づき、システム効率化、運用保守コストの削減、外部委託業

務の適正管理及び業務の効率化を図る。 

 

（２）業務の実施を効率的かつ安定的に支援するため、最適化対象外の他のシステムについても計画的なシステム改修・改

善等を行う。 

 

（３）業務の一層の効率化及び利用者の利便性の向上等を図るため、情報化統括責任者（ＣＩＯ）及び情報化統括責任者（Ｃ

ＩＯ）補佐官を中心として、情報化推進体制の強化を図るとともに、ＩＴ技術に精通した人材を育成するための研修プ

ログラムに基づき外部研修の受講等を実施する。 

（４）各業務の特性に応じて、当該業務に必要なＩＴに関する技能の向上を図るため、情報化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官

及び情報管理担当部署等による職員研修等を計画的に実施する。 

 

２ 経費の節減 

（１）質が高く効率的な業務運営を確保し、組織における資源を有効に活用するため、業務の外部委託（アウトソーシング）

を適切に活用する。 

 

（２）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、以下の取組により、随意契約の適正化を推進する。 

①  「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。 

②  随意契約については、原則として一般競争入札等に移行することとし、一般競争入札等であっても一者応札・応募

となった契約については、実質的な競争性が確保されるよう、公告方法、入札参加条件、発注規模の見直し等の改善

により、コストの削減や透明性の確保を図る。また、一者応札・応募の改善策として、一般競争入札等の公告期間を

１０営業日以上とする。 

③  監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について徹底的なチェックを受ける。 

④  監事及び外部有識者によって構成する「契約監視委員会」を設置し、契約についての改善状況をフォローアップし、

公表する。 

（３）業務方法等を点検し、その改善等を図ることにより、事務の効率化を推進する。 

 

（４）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及及び研修に係る経費、

承継年金住宅融資等債権管理回収業務に係る金融機関及び債権回収会社への業務委託費並びに抵当権移転登記経費並び

に承継教育資金貸付けあっせん業務に係る経費を除く。）については、経費節減に関する中期目標を達成するよう、効率

的な利用に努めるとともに、更なる経費の削減への取組を行う。 

併せて、機構の給与水準について、引き続き適正化に向けた取組を進めるとともに、取組状況を公表する。 

 

第３  業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１  福祉医療貸付事業（福祉貸付事業） 

福祉貸付事業については、国の福祉政策に即して民間の社会福祉施設等の整備に対し長期・固定・低利の資金を提供するこ

と等により、福祉、介護サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正

な実施に努める。 
（参考） 

区    分 平成24事業年度 

貸 付 契 約 額 

資 金 交 付 額 

189,900,000千円 

211,800,000千円 

 

（１）政策優先度に即して効果的かつ効率的な政策融資を行うため、利用者等への融資方針の周知等に努め、当該方針に基

づき事業を実施する。 

 

（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、介護基盤の緊急整備、耐震化整備、保育所等の整備、障害者の就労支援、消防

用設備の整備、療養病床の再編等に係る資金需要に迅速かつ機動的に対応する等、融資枠の確保、融資条件の改善等
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により、増大する利用者ニーズへの対応を図る。 

平成２４年度予算においては、 
① 国有地等を利用した社会福祉施設の整備の促進 
② 児童福祉法の一部改正の施行に伴う障害児関係事業・施設に対する経営資金（つなぎ資金）の創設 
③ 養護老人ホームの老朽化等に伴う建替への無利子貸付等 
が認められたことから、これらの円滑な導入を図るなど、融資制度の運用の健全性を保ちつつ、お客さま目線に立った

利用しやすい融資環境を整備する。 
また、東日本大震災の復旧・復興に向けた対応として、平成２３年度に引き続き、特別相談窓口を設置するとともに、

災害復旧資金の融資を実施する。 
さらに、平成２４年度においては、被災地における融資相談会を充実させるとともに、資金の緊急性を鑑み、審査・

資金交付にあっては最優先で実施するなど、円滑、迅速かつきめ細かな対応を図る。 
 
（３）借入申込書類の簡素化を促進するとともに、事業者に対する積極的な融資内容の周知や個別融資相談の実施、借入申

込の手引きの電子媒体による配布などを行い、利用者サービスの向上を図る。 
特に個別融資相談においては、円滑な施設経営と利用者サービスの質的向上に資する観点から、計画の早期段階から

的確な融資相談等に応じ、資金調達や償還計画の整合性だけでなく、長期にわたる安定経営が可能となるような多面的

かつ専門的な支援・助言等を行う。 
また、国の政策目標に即した施設整備への支援などを行うための情報収集・提供を行う。 

 

（４）平成２３年度に引き続き、協調融資制度についての周知等を行う。 

 

（５）中期計画に定められた審査業務及び資金交付業務に係る処理期間の順守に努め、利用者サービスの向上を図る。 

 
２  福祉医療貸付事業（医療貸付事業） 

医療貸付事業については、国の医療政策に即して民間の医療施設等の整備に対し長期・固定・低利の資金を提供すること

等により、医療サービスを安定的かつ効率的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正な実施に

努める。 
（参考） 

区    分 平成24事業年度 

貸 付 契 約 額 

資 金 交 付 額 

207,400,000千円 

179,400,000千円 

 

（１）医療貸付事業については、医療施設の質的向上と効率化を推進することにより、医療の政策目標の推進に積極的に貢

献する。 

また、病院への融資については、引き続きガイドラインに基づき、政策優先度に即して効果的かつ効率的な政策融資

を実施する。 

 

（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、病院の耐震化整備、地域医療再生計画に基づく整備、介護基盤の緊急整備、療

養病床の再編等に係る資金の需要に迅速かつ機動的に対応する等、融資枠の確保、融資条件の改善等により、増大する

利用者ニーズへの対応を図る。 

平成２４年度予算においては、新たに地球温暖化対策施設整備、病院、診療所及び介護老人保健施設の自家発電設備

整備に係る優遇措置等が認められたことから、これらの円滑な導入を図るなど、融資制度の運用の健全性を保ちつつ、

お客さま目線に立った利用しやすい融資環境を整備する。 

また、東日本大震災の復旧・復興に向けた対応として、平成２３年度に引き続き、特別相談窓口を設置するとともに、

災害復旧資金の融資を実施する。 

さらに、平成２４年度においては、被災地における融資相談会を充実させるとともに、資金の緊急性を鑑み、審査・

資金交付にあっては最優先で実施するなど、円滑、迅速かつきめ細かな対応を図る。 

 

（３）借入申込書の簡素化を引き続き進めるとともに、全国数か所で実施する融資相談会の開催に加え、事業計画検討中の

者に対し融資相談に出向くなど、融資相談の充実を図る。また、代理貸付が円滑に行われるよう受託金融機関に対して

実務者研修を実施し、貸付手順の周知や問題点の認識の共有化を図るなど、利用者サービスの向上に努める。 
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特に個別融資相談においては、円滑な施設経営と施設の機能強化に資する観点から、計画の早期段階から相談を受け、

資金調達や償還計画の整合性だけでなく、長期にわたる安定経営が可能となるような多面的かつ専門的な支援・助言等

を行う。 

また、国の政策目標に即した施設整備への支援などを行うための情報収集・提供を行う。 

 

（４）中期計画に定められた審査業務及び資金交付業務に係る処理期間の順守に努めるとともに業務の効率化を進めること

によって、利用者サービスの向上を図る。 

また、融資審査においては、病院の機能等や経営状況についての第三者評価結果を引き続き活用する。 

 

３  福祉医療貸付事業（債権管理） 

（１）福祉医療貸付事業等の効率化 

①  福祉医療貸付事業の新規融資額については、融資対象の重点化及び融資率の見直しを行うとともに、国の福祉及び

医療政策の動向等を踏まえ、引き続き中期目標に掲げる水準の達成を図る。 

ただし、東日本大震災において被災された社会福祉施設や医療施設等に対する災害復旧資金など、緊急を有する資

金需要については、優先的に対応する。 

②  福祉医療貸付事業の金利の設定に当たっては、政策の変更、緊急措置等やむを得ない事情により国が認めたものを

除き、新規契約分の利差額の状況を適切に把握する。 

③  政策融資としての機能を点検し、政策優先度に応じて、貸付対象等の見直しを行う。 

 

（２）リスク管理債権の適正な管理 

① 貸付先の経営情報を継続的に収集、分析し、経営状況の的確な把握に努める。 

福祉医療貸付事業及び福祉医療経営指導事業との連携の強化による債権悪化の未然防止に取組むとともに、債権区分別

に適切な管理を行う。 

また、リスク管理債権を抑制する観点から発生要因別分析等を行い貸付関係部にフィードバックする。 

②  貸出条件緩和にあたっては、福祉医療事業の公共性にかんがみ、福祉医療政策の動向及びサービス需要並びに「中小

企業金融円滑化法」の趣旨を踏まえ、貸付先の実態把握及び再生の見通しを考慮の上、適正な審査を行う。 

③  毀損の著しい債権の管理の徹底を図るとともに、必要に応じて債権保全措置を的確に実施する。 

 

（３）東日本大震災への対応 

東日本大震災において被災された社会福祉施設や医療施設等の貸付先に対する元利金の返済猶予及び返済条件の変更等

については、引き続き適切に行う。 

 

４  福祉医療経営指導事業 

福祉医療経営指導事業（集団経営指導（セミナー）及び個別経営診断）については、民間の社会福祉施設、医療施設の

経営者に対し、公的な立場から経営に関わる正確な情報や有益な知識を提供し、あるいは経営状況を的確に診断すること

により、福祉、介護、医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経営を支援するため、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。 

 

（１）セミナー実施日の平均１０週間前までに開催内容の告知を行う等、受講希望者の受講機会確保とＰＲに努め、平成

２４年度における延べ受講者数を２，０７０人以上とする。 

 

（２）開設施設の経営改善手法について良質で実践的な事例を提供するなどカリキュラムを工夫し、平成２４年度の受講

者に対するアンケート調査における満足度指標を平均６５ポイント以上とする。 

 

（３）「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定。以下「見直しの基本方針」と

いう。）における指摘を踏まえ、民間と競合することのないよう、施設整備の事業計画の立案及び施設の機能強化に資

する情報等に重点化したセミナーを実施する。 

 

（４）平成２４年４月から新たな社会福祉法人会計基準が制定されることに伴い、平成２５年度から新会計基準を踏まえ

た経営指標に基づく個別経営診断を開始するため、診断内容等の検討を行う。 
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（５）個別経営診断については、平成２４年度において延べ２８０件以上の診断を実施する。 
なお、個別経営診断を利用した施設経営者に対してアンケート調査を実施し、７０％以上の施設経営者から、診断

結果が施設経営の改善等の計画を策定する上で役立ったとの回答を得る。 
また、経営診断の実施等を通じて把握してきた経営管理の実情を踏まえ、経営が悪化あるいは悪化が懸念される施

設に対する経営支援を行う。 
 

（６）利用者の利便の向上を図るため、経営分析診断については、申込書の受理から報告書の提示までの平均処理期間を

５０日以内とする。 
 

（７）法人全体の決算状況に基づく定量的分析による経営状況比較を行い、引き続き債権管理への活用を図る。 
 

（８）経営支援について機構からの情報発信を強化するため、機構におけるこれまでの調査・研究の成果等も踏まえつつ、

セミナー等における情報提供の拡充を図るとともに、福祉・医療施設の経営についての優良事例等の収集・分析を行

う。 
なお、見直しの基本方針に基づき、病院・医療経営指導等のノウハウについて、民間へ普及するための具体的な勉

強会・セミナー等を試行実施する。 
 

（９）集団経営指導及び個別経営診断の各業務において、運営費交付金の縮減の観点から、適切なサービス・料金体系の

設定と受講者等の増加を図ることにより、実費相当経費を上回る自己収入を確保する。 
 
５  社会福祉振興助成事業 

社会福祉振興助成事業（以下「助成事業」という。）については、国からの補助金の交付を受け、高齢者・障害者が

自立した生活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安心して成長できるよう支援すること等を目的として、民間

の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に対し、効果的な資金助成を行うため、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。 
 

（１）助成事業の募集に当たっては、政策動向や国民ニーズ、地方等との役割分担を踏まえ、国として行うべきものに限

定した助成対象事業及び助成対象テーマについて、国と協議のうえ設定する。 
なお、募集内容が応募する団体にとってわかりやすいものとなるよう、応募に当たっての留意事項などを募集要領

等に明記し、公表するとともに、広く周知する。 
 

（２）今後の災害対策強化を図る観点から、高齢者や障害者等の災害弱者に対する広域的な災害福祉支援のためのネット

ワークの構築を図る。 
 
（３）助成事業の選定については、外部有識者からなる社会福祉振興助成事業審査・評価委員会（以下「審査・評価委員

会」という。）において、選定方針を策定するとともに、当該選定方針に基づいて審査し、採択を行うものとする。 
また、選定に当たっては、多様な社会資源を活用して連携やネットワーク化を図り、地域の課題に取り組む事業を

促進できるよう配慮する。 
なお、選定方針の策定に当たっては、事業の必要性や効果を十分考慮し、助成終了後の継続能力等を重視した審査・

選定を行うとともに、事業内容の特性に配慮しつつ、固定化回避に努める。 
 

（４）特定非営利活動法人等を育成、支援し、その活動を後押しする観点から、特別な場合を除き、全助成件数の８０％

以上が特定非営利活動法人、非営利の任意団体が行う事業であるものとする。 
 
（５）各種提出書類の様式の見直し及び申請書類の提出の電子化などを促進し、助成先団体等の事務負担の軽減を図る。

 
（６）平成２４年度分の「助成金申請書」の受理から助成決定までの平均処理期間を３０日以内とする。 
 
（７）事後評価の効率的かつ効果的な運用を図るため、審査・評価委員会において、平成２４年度における評価すべき重

点事項を定めた事後評価方針を策定し、当該方針に基づき、事後評価を実施する。 
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（８）事後評価の結果は、速やかに公表するとともに、平成２５年度分の助成事業の選定方針等の改正に適正に反映する

など、継続的な改善に活用する。 
また、事後評価の結果に基づき、必要に応じて、助成対象事業や助成対象テーマの見直しについて国に提案する。 
 

（９）助成事業の成果が、助成先団体が行う事業の発展・充実に繋がるよう、事業計画段階から事業実施中や事業完了後

においても的確な相談・助言等に努める。 
また、機構が主体性を持って民間福祉活動を積極的に支援していくため、ヒアリング評価や助成先団体等との意見

交換等を計画的に実施するとともに、これらを通じて職員の専門性の向上に努める。 
① 助成先団体へのヒアリングを通して行う事後評価の結果を踏まえ、助成先団体等に対して事業の継続や発展・

改善のための有効な助言を行う。 
② 助成事業終了後１年及び３年経過後に、助成事業の継続状況や波及効果、その後の事業の発展状況などについ

てフォローアップ調査を実施し、その結果の分析・検証を行い、選定方針の策定や助成先団体への相談・助言等

に活かす。 
③ 助成先団体が適正かつ円滑に助成事業を実施し、成果をあげることができるよう、団体運営や事務処理上の指

導・助言、情報提供等を積極的に行う。 
 
（10）助成事業を通じ、新たに他団体・関係機関等との連携等の効果があった事業を８０％以上とする。 

 
（11）助成事業の内容を踏まえ、助成事業の利用者に対するアンケート調査を実施し、満足度が７０％以上の回答を得る。 

 
（12）事後評価結果等を踏まえ、事業効果の高い優れた助成事業等をホームページなどで公表し、広く周知する。 

 
（13）優れた助成事業の周知及び効果的な普及を図るため、助成事業報告会等を３回開催する。 

また、社会的課題の解決に向けた取組などを周知・普及するためシンポジウムを開催する。 
 
６ 退職手当共済事業 

退職手当共済事業は、社会福祉施設等を経営する社会福祉法人等の相互扶助の精神に基づき、社会福祉施設等に従事す

る職員について退職手当共済制度を確立し、もって社会福祉事業の振興に寄与するため、以下の点に留意してその適正な

実施に努める。 

なお、当該事業における被共済職員数、退職手当支給者数、退職手当金支給額及び単位掛金額を次のとおり見込む。 

（参考） 

区    分 平成24事業年度 

4月1日現在の被共済職員数 

退 職 手 当 金 支 給 者 数 

退 職 手 当 支 給 額 

単 位 掛 金 額 

737,747人  

62,713人  

78,937,462千円  

44,700円  

 

（１）請求書の受付から給付までの平均処理期間について、事務処理の効率化を図りながら、７５日以内とする。 

 

（２）共済契約者の事務担当者を対象に業務委託先が実施するすべての実務研修会に機構職員を派遣し、制度内容の周知、

掛金届や請求書等の作成上の留意点等について指導するとともに、必要に応じて共済契約者を直接訪問し、意見交換

及び事務取扱について指導等を行う。なお、実務研修会については、出席者に対して会議内容に関するアンケート調

査を実施し、回答者の９０％以上から満足したとの回答を得る。 

さらに、共済制度に加入していない法人に対して加入促進活動を実施し、制度の一層の安定化を図るとともに、機

構が主催するセミナー等における制度説明の実施や関係団体の協力を得てパンフレット等を配布するなど、効果的な

制度周知を行うことにより、制度の適正な運営の確保を図る。 
 

（３）利用者の手続き面での負担を軽減するため、次の措置を講じる。 
① 電子届出システムについて、システム改善や操作性の向上を図り、利用者に対するアンケート調査を実施し、回

答者の７０％以上から、退職手当共済制度に係る事務処理が簡素化されたとの回答を得る。 
② 事務処理の簡素化、処理期間の短縮を図る観点から電子届出システムの利便性の向上を目的に改善を図る。 
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（４）業務委託先の事務担当者に対する事務打合せ会を実施し、事務処理の円滑・適正な実施を周知する。 
また、必要に応じて業務委託先を個別に訪問して業務指導の徹底を行う。 

 
７ 心身障害者扶養保険事業 

心身障害者扶養保険事業（以下「扶養保険事業」という。）については、地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制

度によって地方公共団体が加入者に対して負う共済責任を保険する事業に関する業務を安定的に行うことにより、心身障

害者の保護者の不安を解消し、保護者死亡後の心身障害者の生活安定に寄与することを目的とし、以下の点に特に留意し

てその適正な実施に努める。 
なお、当該事業における新規加入者数その他を次のとおり見込む。 

（参考） 

区    分 平成24事業年度 

新 規 加 入 者 数 

新 規 年 金 受 給 者 数 

保 険 対 象 加 入 者 数 

年金給付保険金支払対象障害者数 

死 亡 ・ 傷 害 保 険 金 額 

年 金 給 付 保 険 金 額 

380人 

2,171人 

76,662人 

51,505人 

7,487,800千円 

12,504,598千円 

 
（１）財政状況の検証 

平成２３年度の決算を踏まえ、財務状況検討会で財務状況の検証を行い、検証結果を報告書に取りまとめ、厚生労

働省へ報告するとともに、①地方公共団体に対しては、事務担当者会議において報告、②加入者等に対しては、ホー

ムページで公表、③障害者関係団体（親の会等）に対しては、情報提供を行う。 
なお、検証の結果、将来的に当該事業の安定的な運営に支障が見込まれる場合には、厚生労働大臣に対しその旨申

出を行う。 
また、平成２４年度に国において保険料水準等の見直しを行なう際には、基礎数値等見直しに必要な情報を提供す

る。 
 
（２）扶養保険資金の運用 

① 基本的考え方 
扶養保険資金の運用については、制度に起因する資金の特性を十分に踏まえ、厚生労働大臣の認可を受けた金銭

信託契約の内容に基づき、長期的な観点から安全かつ効率的に行うことにより、将来にわたって扶養保険事業の運

営の安定に資することを目的として行う。 
このため、心身障害者扶養保険資産運用委員会（資産運用に精通した外部専門家により構成される組織をいう。

以下「資産運用委員会」という。）の議を経た上で策定した分散投資を基本として、長期的に維持すべき資産構成割

合（以下「基本ポートフォリオ」という。）に基づき、扶養保険資金の運用を行う。 
② 運用の目標 

ア 基本ポートフォリオに基づきリバランスを行い、これを適切に管理する。 
イ 運用受託機関の選定、管理及び評価を適切に実施すること等により、各資産ごとのベンチマーク収益率を確

保するよう努める。 
ウ ベンチマークについては、中期計画の条件を満たす適切な市場指標を用いる。 

③  運用におけるリスク管理 
リターン・リスク等の特性が異なる複数の資産に分散投資することをリスク管理の基本とし、運用に伴う各種リ

スクの管理を行う。 
④  年金給付のための流動性の確保 

年金給付等に必要な流動性（現金等）を確保するとともに、効率的な現金管理を行う。 
⑤  運用に関する基本方針の定期的見直し 

扶養保険資金の運用に関する基本方針の見直しについて資産運用委員会で検討し、必要があると認められるとき

は、速やかに見直しを行い、公表する。 
⑥  基本ポートフォリオの見直し 

基本ポートフォリオの策定時に想定した運用環境が現実から乖離していないかなどについて、平成２４年度中に

１回、資産運用委員会で検証を行うとともに、必要に応じて随時見直す。 



 19

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

区    分 基本ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 乖離許容幅 

国内債券 71.6% ±8% 

国内株式 7.8% ±5% 
外国債券 7.8% ±5% 
外国株式 7.8% ±5% 
短期資産 5.0% ±4% 

⑦ 基本ポートフォリオの管理及びその他のリスク管理 
基本ポートフォリオを適切に管理するため、資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況を少なくと

も月１回把握するとともに、必要な措置を講じる。 
扶養保険資金について、運用受託機関への委託等により運用を行うとともに、運用受託機関及び資産管理機関からの

報告等に基づき、資産全体、各資産、各運用受託機関及び各資産管理機関について、以下の方法によりリスク管理を行

う。 
・ 資産全体 

資産全体のリスクを確認し、リスク負担の程度について分析及び評価を行うとともに、問題がある場合には適切な

措置を講じる。 
・ 各資産 

各資産における管理すべき市場リスク、流動性リスク、信用リスク等を把握し適切に管理する。また、ソブリン・

リスクについても注視する。 
・ 各運用受託機関及び各資産管理機関 

運用受託機関及び資産管理機関に対し運用及び資産管理に関するガイドラインを示し、機関の運用状況及びリスク

負担の状況を把握し、適切に管理する。 
なお、運用状況については、運用受託機関から、毎月実績報告を受けるとともに、年４回（四半期ごと）ヒアリン

グを実施する。 
また、運用受託機関及び資産管理機関の信用リスクを管理するほか、運用体制及び資産管理体制の変更等に注意す

る。 
⑧ 運用手法 

各資産ともパッシブ運用を中心とする。 
⑨ 企業経営等に与える影響への考慮 

企業経営等に与える影響を考慮し、株式運用において個別銘柄の選択は行わない。 
企業経営に直接影響を与えるとの懸念を生じさせないよう株主議決権の行使は直接行わず、運用を委託した民間運用

機関の判断に委ねる。 
ただし、運用受託機関への委託に際し、コーポレートガバナンスの重要性を認識し、議決権行使の目的が長期的な株

主利益の最大化を目指すものであることを示すとともに、運用受託機関における議決権行使の方針や行使状況等につい

て報告を求める。 
⑩ 扶養保険事業に関する生命保険契約における運用実績等の検証 

平成２３年度の生命保険会社の決算報告等により各社の運用実績等を把握し、その内容を内部検証するとともに、外

部有識者等からなる心身障害者扶養保険事業財務状況検討会において確認等の検証を行う。 
 
（３）事務処理の適切な実施 

扶養共済制度を運営する地方公共団体の事務担当者に対する事務担当者会議を効率的に開催し、地方公共団体と相互

の連携を図るとともに、適切に事務処理を行うための留意事項の徹底等きめ細かに対応する。 
また、事務担当者会議について、出席者に対して会議内容に関するアンケート調査を実施し、回答者の７０％以上か

ら満足したとの回答を得る。 
 
８ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

ＷＡＭ ＮＥＴ事業については、福祉及び保健医療に関する情報システムの整備及び管理を行い、行政機関や福祉保健医

療に関係する民間団体に対して全国規模での共通の基盤を提供することにより情報交換の推進を支援し、併せて福祉・介

護及び保健医療サービスの利用者に対する提供情報の拡充を目的とし、以下の点に特に留意してその適正な実施に努める。 
 
（１）ＷＡＭ ＮＥＴの特長を最大限に活かすことができる介護関係情報、障害者福祉関係情報、医療関係情報等の提供事 
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業について、福祉保健医療サービス事業費が減額される中で、システムの見直しを行い効率的な運用を図り、利用者

サービスの維持に努める。 
なお、見直しの基本方針における指摘を踏まえ、国と重複する行政情報及び民間と競合する情報を提供することのな

いよう、基幹的な福祉医療情報に限定する。 
 

（２）利用者ニーズに合わせて、コンテンツ及び機能の見直しを行い、利用者拡大のための提供コンテンツの拡充を図る

ことにより、年間ヒット件数を１億９，０００万件以上、利用機関登録数を８．６万件以上、アンケート調査におけ

る情報利用者の満足度を９０％以上とする。 
 
（３）ＷＡＭ ＮＥＴ基盤を機構等業務の電子届出として活用するとともに、ＷＡＭＮＥＴ機能及び電子データ等を効率的

に活用し、国の福祉保健医療施策を支援する。 
 
（４）バナー広告等の自己収入の拡大を図る。 

 
９ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業 

年金担保貸付事業については、厚生年金保険制度及び国民年金制度に基づき支給される年金の受給者に対し、労災年金

担保貸付事業については、労働者災害補償保険制度に基づき支給される年金の受給者に対し、その受給権を担保にする特

例措置として低利で小口の資金を貸し付けることにより、高齢者等の生活の安定を支援することや労災年金受給者の生活

を援護することを目的として、以下の点に留意してその適正な事業実施に努める。 
なお、当該事業における貸付契約額、資金交付額及び原資を次のとおり見込む。 
（参考） 

○年金担保貸付事業 

区    分 平成24事業年度 

貸付契約額 

資金交付額 

157,500,000千円 

157,500,000千円 

原資 
貸付回収金等 

（うち財投機関債） 

157,500,000千円 

（40,000,000千円） 

○労災年金担保貸付事業 

区    分 平成24事業年度 

貸付契約額 

資金交付額 

3,900,000千円 

3,900,000千円 

原資 貸付回収金等 3,900,000千円 

 
（１）年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業を安定的かつ効率的に運営するため、業務運営コストを分析し、その

適正化を図り、中期目標期間中において損益が均衡するよう配慮しつつ、貸付金利に反映させる。 
 
（２）利用者にとって必要な資金を貸し付けるとともに、無理のない返済となるようにするために実施した平成２３年１

２月の制度取扱変更について、国と連携して制度取扱変更後の事業の実施状況等を把握し、見直しの基本方針に基づ

き、国において行われる検討作業の基礎資料として提供する。 
 
（３）ホームページ、リーフレット等により、制度情報の周知を行う。また、引き続き、福祉関係団体、司法関係団体、

消費者関係団体等多様な外部団体２０団体以上との連携協力による広範な広報活動を展開するとともに、多重債務者

等の借入に関し、注意を促し、専門機関への相談につなげるための情報提供を行う。 
 
（４）受託金融機関の窓口等における利用者への適切な対応に努めるために、受託金融機関事務打合せ会議の開催場所、

回数等を見直し、受託金融機関に対する指導を適切に行う。 
 
（５）平成２３年１２月の制度取扱変更にあわせて実施した事務処理の効率化について、引き続き推進する。 

 
１０ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、回収金が国への納付により年金給付の財源となることを踏まえ、

以下の点に留意してその適正な業務実施に努める。 
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（１）関係行政機関及び受託金融機関と緊密に連携しつつ、貸付先の財務状況等の把握及び分析を行うとともに、適時、

担保物件及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を行う。 
また、受託金融機関事務打合せ会議の開催場所、回数等を見直し、受託金融機関に対する指導を適切に行う。 
 

（２）年金住宅融資等債権の貸付先について、債権分類を実施し、貸付先の財務状況等を勘案した自己査定を行う。 
 
（３）転貸債権に係るローン保証会社２４社すべてについて、保証履行能力の把握及び分析を行う。 

 
（４）年金住宅融資等債権について、必要に応じて関係行政機関との協議を行いつつ、担保や保証の状況等に応じて適時

的確に債権回収を行うことにより、延滞債権の発生抑制に努める。 
また、経済情勢の変化に伴うローン返済困窮者及び災害の被災者等に対して、迅速かつ的確に必要な返済条件の変

更措置を講ずる。 
なお、返済条件変更措置の内容等については、時宜に応じて、関係機関、機構ホームページ等により的確に周知す

る。 
 

（５）短期延滞債権については、転貸法人等に対し、その迅速かつ着実な督促等の徹底を行うとともに、長期延滞債権に

ついては、保証履行請求及び担保物件の処分等により早期回収に努める。 
 
（６）転貸法人２０法人に対して、監督官庁と連携して実情等を把握するとともに必要な助言等を行い、転貸法人による

適切な債権回収を推進する。 
引き続き、東日本大震災の影響が大きい転貸法人に対しては、きめ細かな支援を行う。 
また、必要に応じて転貸法人に債権管理回収に係る指導専門員を派遣するとともに、年１回以上指導専門員の打合

せを行い、転貸法人の債権管理に関する指導を適切に行う。 
 
第４ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

別表１のとおり 
２ 収支計画 

別表２のとおり 
３ 資金計画 

別表３のとおり 
 

第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

９１，６００百万円 
２ 想定される理由 

（１）運営費交付金の受入れの遅延等による資金不足に対応するため。 
（２）一般勘定において、貸付原資の調達の遅延等による貸付金の資金不足に対応するため。 
（３）年金担保貸付勘定及び労災年金担保貸付勘定において、貸付原資に充当するため。 
（４）共済勘定において、退職者の増加等による給付費の資金不足に対応するため。 
（５）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費に対応するため。 

 
第６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

中期計画に定めた計画に基づき、平成２４年度以降に国庫納付する宿舎については、入居者の退去及び土地境界確定

測量等、各種手続きを進める。 
 
第７ 第６の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし 
 
第８ 剰余金の使途 

・ 全勘定に共通する事項 
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第９ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 職員の人事に関する計画 

（１）方針 
① 事務・事業の合理化・効率化を図り、業務の実態を踏まえつつ組織のスリム化を図るとともに、業務の量及び質に

対応した、より適正な組織編成及び人員配置を行う。 
② 人事評価制度を引き続き適正に実施し、人事や給与への反映等の取組を進める。 
③ 専門性を磨き、民間活動への支援の質を高めるため、若手職員の育成を目的とした福祉医療分野に関する専門研修

を引き続き実施するとともに、専門性の高い職員を育成・確保するため、資格取得の支援や民間金融機関への研修派

遣を実施する。 
④ 教育・訓練プログラムの運用の改善を図り、各事業部門毎に必要な知識・技術の習得、及び職階毎に求められる個

人の能力開発等を目的としたより効果的な研修を実施する。 
 

（２）人員に係る指標 
平成２４年度末の常勤職員数を期初の１００％以内とする。 
 

２ 施設及び設備に関する計画 

なし 
 

３ 積立金の処分に関する事項 

前期中期目標期間からの繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期へ繰り越した固定資産の減

価償却に充てることとする。 
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(4)  平成 24年度予算について 

 

[貸付事業計画] 

【一般勘定】

増△減額 伸び率
億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％

貸付契約額 1,715 264 1,979 1,899 184 10.7 
資金交付額 1,526 264 1,790 2,118 592 38.8 
貸付契約額 1,623 1,436 64 3,123 2,074 451 27.8 
資金交付額 1,369 1,436 64 2,869 1,794 425 31.0 
貸付契約額 3,338 1,700 64 5,102 3,973 635 19.0 
資金交付額 2,895 1,700 64 4,659 3,912 1,017 35.1 

財政融資資金借入金 2,460 1,700 64 4,224 3,588 1,128 45.9 
自己資金 435 0 0 435 324 △ 111 △ 25.5 
（うち財投機関債） (330) (0) (0) (330) (330) (0) (0.0)

（参考）
【年金担保貸付勘定】

増△減額 伸び率
億円 億円 億円 億円 ％

貸付契約額 1,869 1,869 1,575 △ 294 △ 15.7 
資金交付額 1,869 1,869 1,575 △ 294 △ 15.7 

民間借入金 434 434 183 △ 251 △ 57.8 
自己資金 1,435 1,435 1,392 △ 43 △ 3.0 
（うち財投機関債） (820) (820) (400) (△ 420) (△ 51.2)

【労災年金担保貸付勘定】

増△減額 伸び率
億円 億円 億円 億円 ％

貸付契約額 48 48 39 △ 9 △ 18.8 
資金交付額 48 48 39 △ 9 △ 18.8 

自己資金 48 48 39 △ 9 △ 18.8 

区　　　　分
23年度予算額 24年度予算額

当初予算額 第一次補正 第三次補正 計 予算額
対前年度(当初予算額）

福祉貸付

医療貸付

合　計

区　　　　分
23年度予算額 24年度予算額

当初予算額 第一次補正 第三次補正 計 予算額
対前年度（当初予算額）

年金担保貸付

24年度予算額

当初予算額 第一次補正 第三次補正 計 予算額
対前年度（当初予算額）

労災年金
担保貸付

区　　　　分
23年度予算額

 
 

[交付金・補給金・補助金等の概要] 

増△減額 伸び率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

10,880,127 10,000,000 4,000,000 200,000 25,080,127 10,852,350 △ 27,777 △ 0.3 

運 営 費 交 付 金 3,286,901 3,286,901 2,928,584 △ 358,317 △ 10.9 

社 会 福 祉 振 興 助 成 費 補 助 金 2,081,376 2,081,376 2,390,238 308,862 14.8 

利 子 補 給 金 5,511,850 5,511,850 5,533,528 21,678 0.4 

政 府 出 資 金 10,000,000 4,000,000 200,000 14,200,000 

21,864,949 1,479,174 23,344,123 21,864,949 0 0.0 

運 営 費 交 付 金 552,612 552,612 552,612 0 0.0 

給 付 費 補 助 金 21,312,337 1,479,174 22,791,511 21,312,337 0 0.0 

運 営 費 交 付 金 107,997 107,997 107,997 0 0.0 

32,853,073 10,000,000 4,000,000 1,679,174 48,532,247 32,825,296 △ 27,777 △ 0.1 

3,947,510 3,947,510 3,589,193 △ 358,317 △ 9.1 

第二次補正 第三次補正 計 予算額

合　　　計

（内、運営費交付金）

対前年度（当初予算額）

一 般 勘 定

共 済 勘 定

保 険 勘 定

区　　　　分

23年度予算額 24年度予算額

当初予算額 第一次補正
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(5)  その他の補完情報について 

機構の非常勤監事である丸田康男氏は、平成 23年 12 月 31日をもって任期満了となりましたが、翌平成 24

年 1月 1日付で再任されました。なお、同氏の略歴については以下のとおりです。 

 

役 職 名 氏 名 任 期 前       職 

監事 
（非常勤） 丸

まる

 田
た

 康
やす

 男
お

 
自 平成 24年 1月 1日 

至 平成 25年 12月 31日 

プルデンシャル・インベストメント・ 

マネジメント・ジャパン株式会社内部監査部長 

 

３．参照書類を縦覧に供している場所 

独立行政法人福祉医療機構 

（東京都港区虎ノ門四丁目 3番 13号 神谷町セントラルプレイス 9階） 
なお、機構ホームページ（http://hp.wam.go.jp/）にも掲載されております。 


